
【鳴門市行政評価】 14公共交通対策事業

◎基本情報

◎事業概要（PLAN)
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成果指標
対象にどのよ
うな効果が
あったか示す
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再編済み路線数(全７路線） 3

目標達成率(実績/目標)

人

2 鳴門市営バス乗車人数 0285,821

65,087 296,147

24年度実績
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25年度目標 26年度目標

77

24年度
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活動指標
実施した事業
の活動量を示
す指標
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事業実施手法

指標名 27年度目標

地域バス・協定路線乗車人数

23年度実績

0

38,659

事業
対象

誰(何)を対象に
しているか

市営バス・地域バスの利用者

◎実施結果（DO)

事業
実施
内容

24年度は目標を達成
するため、手段として
どのような活動を行っ
たのか

 平成２３年度に再編プランに基づき平成２４年４月１日より地域バス「市内循環線」の運
行を開始した。
 また、これまでに再編を行った、里浦粟津運動公園線・高島線を引き続き「地域バス」
として運行するとともに、鳴門公園線・高島線についても「協定路線補助金」を交付し、
継続した運行を確保した。

本

27年度
成果
目標

事業目標の達成度合

指標名 23年度

再編済み路線数(全７路線） 3

事業
目標

対象をどのような状態
にしたい(目指す)のか

 市民生活に必要な移動手段は基本的に確保するとの方針のもと、市営バス撤退に併
せ路線の再編を行い、将来的に持続可能な新しい公共交通体系の確立を図る。

開
始

20

公共交通機関の確保と整備

年度
交通

新しい公共交通網の確立 終
期

政策(中項目) 2 快適に暮らせるまち　なると

事業
期間

　　　(小項目)

施策 5

基本事業 2

総合計画体系 根拠法令
計画など

道路運送法・鳴門市地域バス運
行条例基本政策(大項目) 3 しっかり安心・快適住み良いまちづくり

平成25年度事務事業評価シート

事務事業名 公共交通対策事業
担当
部署

企画総務部　企画課　交通政策室

個人 世帯 団体 その他 内部管理

市実施 一部委託 委託 補助金 その他



【鳴門市行政評価】 14公共交通対策事業

◎平成２５年の実施状況（DO')

◎項目別評価（CHECK)

◎今後の方向性(ACTION)

◎外部評価
評価結果
（委員）

1.廃止 2.要改善 3.現状維持

今後の改革
の方向性

 引き続き利用状況をモニターしつつ、必要に応じて乗降調査等を実施し、市民にとって利便のよ
いバス交通を確保するように努めるべき。

4.拡充 2
評価結果

（市民評価員）
1.廃止 2.要改善 3.現状維持 4.拡充 2

課題

 交通不便地域等において、市民との協働による新たな公共交通を検討する。
 地域自らが作り育てるという意識の醸成・地域の実情に応じたスタイルの検討を行う必要がある。
 地域バスや協定路線の利用状況にあわせ、運行形態や便数の見直しについて検討する必要がある。

今後の方向性

↓「廃止」・「要改善」・「拡充」の場合は以下の欄に記入してください。

2

今後の
改革案

実施予定時期

どのように改革するのか

・地域バス、協定路線の利用状況を把握し、次回の更新時に必要に応じ見
直しを行う。
・地域の会等において、新たな取り組みを紹介するなどし、地域での取り組
み基盤の作成につとめる。

④ 受益者負担や補助金の割合に問題はない。

1.廃止 2.要改善 3.現状維持 4.拡充

/10 ⑤ 効率性向上の余地はない。

作業手順の改善などによる人件費削減の余地はない。

/10 ⑤ 現在の事業費で、事業の見直しによる成果向上の余地はない。

３.効率性の評価

③

理由等所見欄

6
① 事業実施手法は適切である。 様々な選択肢から

最適な手法を採用
し取り組んでいる
が、あらゆる箇所に
効率性向上の余地
があるとの認識を
持って取り組む。

② 事業費を削減する余地はない。

理由等所見欄２.有効性の評価

8 ② 事業目標が達成できるような事業内容になっている。

④ 成果目標が達成され、市民に具体的に説明できるような効果があがっている。

市民の生活の足
を確保するため、
これまで市営バス
が運行してきたバ
ス路線の維持を図
るものであり、SRP
のスケジュールに
沿った再編を行っ
ている。

行政内部の管理上の課題解決に貢献している。

③ 事業対象は適切である。

①
市民生活上の課題解決に貢献している。

法令により実施することが義務づけられている事業である。

④
市民の基本的な生活の維持・確保に必要不可欠な事業である。

行政内部の管理上必要不可欠な事業である。

税金で実施するにふさわしい事業で、市民への説明責任も果たせる。

新しい公共交通網の確立

理由等所見欄

8
/10 ⑤

施策

① 廃止した場合に支障が出る。 交通弱者等が生
活するうえで必要
な移動手段は市
が行うべき事業
であり、市営バス
が撤退した現在、
当該事業は必要
不可欠である。

【事務事業名：公共交通対策事業】

事
務
事
業
の
評
価

１.必要性の評価

の達成につながる事業である。

③

②

現在の実施状況

①平成２４年度末に市営バスが廃止となったことから、平成２５年度以降における住民生活に必要となる生
活の足を確保するため、補助金制度を活用した民間移譲を随時導入し、平成２５年４月１日から民間事業者
による引田線・大麻線・北泊線の運行を開始した。
 また、地域バスや、同様の補助金制度による既再編済み路線の運行を継続している。
 これらの補助制度の活用や、地域バス導入などの取り組みにより、平成１８年度末時点と比較し単年度約
６，９００万円の経費削減を行っている。
②市民協働による新たな公共交通システムを検討する。


